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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第112期

第２四半期連結
累計期間

第113期
第２四半期連結
累計期間

第112期
第２四半期連結
会計期間

第113期
第２四半期連結
会計期間

第112期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（千円） 3,009,6023,653,3911,564,9131,865,3526,103,332

経常利益（千円） 177,218 214,487 91,277 115,171 311,339

四半期（当期）純利益（千円） 115,932 118,543 64,681 73,836 208,096

純資産額（千円） － － 3,676,8563,792,3983,724,273

総資産額（千円） － － 6,050,2356,641,2456,174,869

１株当たり純資産額（円） － － 394.84 407.27 399.92

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
12.29 12.75 6.87 7.94 22.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
    －         －     －        －         －

自己資本比率（％） － － 60.7 57.0 60.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
352,761△46,625 － － 498,350

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
77,363△208,830 － － 63,586

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△378,443 171,260 － － △503,128

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 466,362 386,272 470,444

従業員数（人） － － 158 151 150

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

 　　　　　 ておりません。　

 　　 　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．「潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益」については、第112期以前は希薄化効果を有している潜

在株式が存在していないため、第113期以降は潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 151 (93)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載して

　　　　　おります。

 

(2）提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 127 (66)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注および販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

研磨布 336,754 103.2

研磨紙 154,516 114.4

その他 99,274     210.3

研磨布紙等製造販売事業 590,544 116.1

OA器材部材等製造販売事業 167,264     137.2

合計 757,808     120.2　

  （注）１　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　研磨布紙等製造販売事業については、品目別の区分についても記載しております。

４　研磨布紙等製造販売事業のうちには、外注生産分が次のとおり含まれております。

区分 金額(千円）　 前年同四半期比（％）　

研磨布 25,916     120.3

研磨紙 12,912     97.6

その他 2,799     113.9

計 41,627     111.8

(2）商品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

研磨紙 480 112.1

研磨材料 900,171 158.2

その他 129,834 98.0

  研磨布紙等製造販売事業計 1,030,485 146.8

  OA器材部材等製造販売事業 20,025 300.9

合計 1,050,510 148.3

　（注）１　金額は仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　その他の主なものは、研削研磨用の各種回転工具等であります。
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(3）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高　　　　 受注残高　　　　

金額（千円） 前年同四半期比（％）　 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

製品     　     　

研磨布 320,030     95.6 67,568     147.6

研磨紙 125,858     84.4 23,853     119.5

その他 52,605     82.9 11,103     67.0

小計 498,493     91.1 102,524     124.5

商品     　     　

研磨紙 604     111.4 15    60.0

研磨材料 937,411     142.1     －        －

その他 168,949     111.6 83     691.7

小計 1,106,964     136.4 98     264.9

研磨布紙等製造販

売事業
1,605,457     118.2 102,622     124.6

ＯＡ器材部材等製

造販売事業
217,153     131.7 78,007     225.7

合計 1,822,610    119.6 180,629     154.5

　（注）１　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　研磨布紙等製造販売事業については、製品および商品の品目別の区分についても記載しております。

４　商品その他の主なものは、研削研磨用の各種回転工具等であります。
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(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円） 前年同四半期比（％）　

製品     　

研磨布 314,798     96.7

研磨紙 141,898     101.4

その他 52,896     86.7

小計 509,592     96.8

商品     　

研磨紙 600     112.4

研磨材料 937,411     142.1

その他 168,873     111.3

小計 1,106,884     136.3

研磨布紙等製造販売事業 1,616,476     120.8

ＯＡ器材部材等製造販売事業 167,876     115.5

不動産賃貸事業 81,000     99.7

合計 1,865,352     119.2

　（注）１　前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 

 　　　相手先 
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

メグミ株式会社 －     － 295,152     15.8

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　（注）１の前第２四半期連結会計期間のメグミ株式会社については、当該割合が100分の10未満のため記載

　　を省略しました。

４　研磨布紙等製造販売事業については、製品および商品の品目別の区分についても記載しております。

５　商品その他の主なものは、研削研磨用の各種回転工具等であります。

６　不動産賃貸事業は昭和57年３月から理研神谷ビルを株式会社ダイエーに賃貸しているものであり、これによ

  る賃貸収入（当第２四半期連結会計期間末日現在）は、月額27,000千円であります。

　  なお、平成23年３月24日までは、月額27,072千円であります。
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２【事業等のリスク】

　　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

当第2四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災により生産設備の毀損や計画停電の実施等から生

産活動が停滞したものの、震災からの立ち直りにともなう生産活動の回復や輸出の改善を背景として、持ち直しの動

きがみられますが、電力供給の制約等震災の影響持続、世界経済の減速懸念や金融市場の混乱により、景気の下振れリ

スクが残る展開となっております。

このような状況下、当社グループの当第2四半期連結会計期間における売上については、主事業である研磨布紙等製

造販売事業の売上が増加したことから、全体としても増収となりました。

一方利益面においても、増収効果により増益となりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、 売上高1,865,352千円(前年同期比19.2%増)、営業利益92,979千円

(前年同期比66.0%増)、経常利益115,171千円(前年同期比26.2%増)となり、また当四半期の純利益は73,836千円(前年

同期比14.2%増)となりました。

 

　セグメントの概況は、以下のとおりであります。 

（研磨布紙等製造販売事業） 　

研磨布紙等製造販売については、当社製品の販売高が大幅に増加した業種と低調に推移した業種とが混在する状況

で推移いたしました。

具体的には、木工建材業界等では引き続き停滞しており、鉄鋼、金属加工業界についても震災の煽りを受けた状況と

なりましたが、好調なＩＴ関連業界の需要増に支えられ、売上高は増加いたしました。

また、利益面については、販売価格競争の激化に加え昨年来の原紙、原反、砥粒等原材料価格の上昇から、採算性確保

の難しい展開で推移したものの、諸効率化対策の推進および増収効果寄与により増益となりました。

　この結果、売上高は1,616,476千円(前年同期比20.8%増)、営業利益は74,798千円（前年同期比54.3%増）でした。

  

（ＯＡ器材部材等製造販売事業）　

当社グループは、複写機、ＡＴＭ、ファクシミリ、印刷機等の事務機器に組み込まれる紙送り用各種ローラー部品を

受注生産しております。

当期は新規製品の拡販による受注増加にともない、売上高、営業利益とも増加いたしました。

  この結果、売上高は167,876千円(前年同期比15.5%増)、営業利益は24,847千円（前年同期比122.7%増）となりまし

た。なお、営業利益の前年同期比増加率は、前年同期の営業利益額が少額であったこと等により、大幅増となっており

ます。

  

（不動産賃貸事業）

　株式会社ダイエーに賃貸しております理研神谷ビルの賃貸収入による売上高は81,000千円(前年同期比0.3%減)、営

業利益は61,136千円（前年同期比0.5%増）となりました。
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（２）財政状態の分析　

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ466,376千円増加し、6,641,245千円になりまし

た。これは主に、現金及び預金が84,172千円減少しましたが、売上の増加に伴い売上債権が209,949千円、売上の増加に

伴い回転在庫を確保する為、棚卸資産が355,036千円増加したことによるものであります。

　負債は前連結会計年度末に比べ398,251千円増加し、2,848,847千円になりました。これは主に、新加工工場の未払金

が88,783千円減少しましたが、生販高の増加に伴い仕入高の増加により仕入債務が285,900千円増加、運転資金の借入

を実行したことにより長短借入金が202,741千円増加したことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ68,125千円増加し、3,792,398千円になりました。 

 

（３）キャッシュ・フロー

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結会計期間末に

比べて13,001千円（3.3％）減少し、386,272千円となりました。

  また、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、27,177千円（前年同期は181,644千円の獲得）となりました。

　資金増加の要因としては、税金等調整前四半期純利益の計上113,161千円、仕入債務の増加76,515千円、非資金取引で

ある減価償却費40,235千円が主なものであります。

  一方、資金減少の要因としては、たな卸資産の増加230,266千円、非資金取引である持分法による投資利益25,982千

円が主なものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、140,723千円（前年同期は30,481千円の獲得）となりました。

　資金減少の要因としては、有形固定資産の取得による支出140,444千円が主なものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果調達した資金は、157,028千円（前年同期は180,583千円の支出）となりました。

　資金増加の要因としては、短期借入金の純増加232,000千円、長期借入金の増加100,000千円が主なものです。一方、資

金減少の要因としては、長期借入金の減少171,274千円が主なものであります。 
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は上場会社であることから、当社の株主は市場での自由な取引を通じて決定されるべきであり、当社の支配権の

移転を伴う大規模買付行為に対しても、これに応じるか否かは最終的には個々の株主の皆様の判断・意思に基づくべ

きものと考えています。

　しかしながら、大規模買付行為の中には、会社経営陣との十分な協議・合意のプロセスを経ることなく、また株主へ

の十分な情報開示がなされることなく強行されるもの、あるいはその目的から判断して、企業価値および株主共同の

利益を毀損するおそれのあるものなどが含まれる可能性があります。

　当社は、このような当社の企業価値および株主共同の利益を毀損するような大規模買付行為をおこなう者は、当社の

財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　このような考えから、当社が設定し事前に開示する一定のルール（以下「大規模買付ルール」という）に従って、買

付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、かつ、当社取締役会のための一定の評価期間が

経過した後に限り、大規模買付行為を開始できることとする必要があると考えます。

　また、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の中長期的な確保・向上の観点から、不適切または不十分であるおそ

れのある大規模買付行為に対して、当社取締役会が、原則として株主の判断を仰ぎつつ、当社が設定し事前に開示する

一定の合理的なルールに従って適切と考える方策をとることも、当社株主共同の利益を守るために必要であると考え

ます。　

② 基本方針の実現に資する取り組み

　当社は、当社の経営理念を定めた理研コランダム憲章に基づき、短期的または再現性を欠く成果の追求に陥ることな

く、当社ブランドである「地球印ブランド」の更なる強化を図ること、また研磨布紙等製造販売事業とＯＡ器材部材

等製造販売事業との間の緊密な連携を推進し、競争力の源泉である「技術開発・人材開発力、顧客サービス・市場開

拓力」の更なる伸張を図ること、加えて株主、顧客、取引先、社員、地域社会等のステークホルダーの皆様との円滑な関

係を構築すること等によって、当社の企業価値および株主共同の利益の向上は実現されることとなり、上記①に定め

る「基本方針」の実現に資するものと考えております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取り組みおよびその合理性

　当社は上記にかかわる取り組みとして、「買収防衛策」を導入しております。この「買収防衛策」においては、取締

役会の恣意的な判断を防止するため、大規模買付ルールの設定、防衛措置の内容と実施条件および手続き、特別委員会

の設置等に関し詳細に定めております。

 　

（５）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、22,068千円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡大、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成23年6月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成23年8月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は

1,000株であ

ります。

計 10,000,000 10,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

　

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 

平成23年４月１日～

平成23年６月30日 

－ 10,000,000 － 500,000 － 89,675
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（６）【大株主の状況】

 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 オカモト株式会社  東京都文京区本郷3-27-12 1,133 11.33

 株式会社損保ジャパン  東京都新宿区西新宿1-26-1 920 9.20

 明治安田生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内2-1-1 920 9.20

 株式会社みずほコーポレート銀行  東京都千代田区丸の内1-3-3 461 4.61

 小菱商事株式会社  東京都中央区日本橋大伝馬町2-7 400 4.00

 みずほ信託銀行株式会社  東京都中央区八重洲1-2-1 400 4.00

 ヒューリック株式会社  東京都中央区日本橋2-5-13 159 1.59

 昭和工業株式会社  埼玉県草加市住吉2-1-6 128 1.28

 エムワイ総合企画株式会社  東京都新宿区新宿5-17-5 128 1.28

長瀬産業株式会社  東京都中央区日本橋小舟町5-1 88 0.88

計 － 4,737 47.37

　（注）　上記のほか、当社所有の自己株式705千株（7.05%）があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年６月30日現在

 

　 区分

 

 株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  　　　　　－ －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  　　　　　－ －  －

 議決権制限株式（その他）  　　　　　－ －  －

 完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）

普通株式　    705,000
－  －

 完全議決権株式（その他） 普通株式  　9,239,000 9,239  －

 単元未満株式 普通株式　　 　56,000 －
     1単元（1,000株）

     未満の株式 

 発行済株式総数 10,000,000 －  －

 総株主の議決権  　　　　　－ 9,239  －

  

②【自己株式等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年６月30日現在　

 所有者の氏名又

 は名称
 所有者の住所

 自己名義所有株式

 数（株）

 他人名義所有株式

 数（株）

 所有株式数の合計

（株）

 発行済株式総数

 に対する所有株式

 数の割合（％）

（自己保有株式）

 理研コランダム㈱

 埼玉県鴻巣市

 宮前547-1
705,000     － 705,000 7.05

 計 － 705,000     － 705,000 7.05

  

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 194 195 188 167 180 176

最低（円） 175 175 131 161 163 166

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

 　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

　令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 476,272 560,444

受取手形及び売掛金 1,401,936 1,191,987

商品及び製品 989,762 793,004

仕掛品 586,994 515,918

原材料及び貯蔵品 324,711 237,509

その他 78,821 93,710

貸倒引当金 △2,299 △1,824

流動資産合計 3,856,197 3,390,748

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,501,188 3,492,851

減価償却累計額 △2,413,407 △2,378,369

建物及び構築物（純額） 1,087,781 1,114,482

機械装置及び運搬具 1,541,853 1,515,645

減価償却累計額 △1,359,721 △1,333,052

機械装置及び運搬具（純額） 182,132 182,593

その他 666,048 628,653

減価償却累計額 △272,353 △257,777

その他（純額） 393,695 370,876

有形固定資産合計 1,663,608 1,667,951

無形固定資産 33,140 33,455

投資その他の資産

その他 1,091,600 1,084,665

貸倒引当金 △3,300 △1,950

投資その他の資産合計 1,088,300 1,082,715

固定資産合計 2,785,048 2,784,121

資産合計 6,641,245 6,174,869
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,271,403 859,743

設備関係支払手形 － 125,760

短期借入金 402,000 130,000

1年内返済予定の長期借入金 313,408 472,740

未払法人税等 55,642 84,986

その他 163,601 230,591

流動負債合計 2,206,054 1,903,820

固定負債

長期借入金 304,908 214,835

修繕引当金 45,380 42,771

退職給付引当金 111,750 121,609

役員退職慰労引当金 86,388 79,514

長期預り金 50,000 50,000

資産除去債務 8,435 －

その他 35,932 38,047

固定負債合計 642,793 546,776

負債合計 2,848,847 2,450,596

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 98,753 98,753

利益剰余金 3,387,741 3,297,080

自己株式 △133,681 △133,681

株主資本合計 3,852,813 3,762,152

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,894 34,254

繰延ヘッジ損益 △3,446 △2,909

為替換算調整勘定 △68,004 △76,553

評価・換算差額等合計 △67,556 △45,208

少数株主持分 7,141 7,330

純資産合計 3,792,398 3,724,273

負債純資産合計 6,641,245 6,174,869
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 3,009,602 3,653,391

売上原価 2,350,888 2,913,913

売上総利益 658,714 739,478

販売費及び一般管理費 ※1
 523,613

※1
 559,489

営業利益 135,101 179,989

営業外収益

持分法による投資利益 36,895 61,080

その他 30,267 18,355

営業外収益合計 67,162 79,435

営業外費用

支払利息 ※2
 15,851

※2
 15,103

為替差損 5,252 24,353

その他 3,942 5,481

営業外費用合計 25,045 44,937

経常利益 177,218 214,487

特別利益

固定資産売却益 668 －

特別利益合計 668 －

特別損失

固定資産除却損 111 26

災害による損失 － ※3
 15,485

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,844

特別損失合計 111 31,355

税金等調整前四半期純利益 177,775 183,132

法人税、住民税及び事業税 61,690 55,190

法人税等調整額 2,047 9,587

法人税等合計 63,737 64,777

少数株主損益調整前四半期純利益 － 118,355

少数株主損失（△） △1,894 △188

四半期純利益 115,932 118,543
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 1,564,913 1,865,352

売上原価 1,233,893 1,479,293

売上総利益 331,020 386,059

販売費及び一般管理費 ※1
 275,007

※1
 293,080

営業利益 56,013 92,979

営業外収益

受取配当金 12,838 13,240

持分法による投資利益 25,433 25,982

その他 7,578 2,730

営業外収益合計 45,849 41,952

営業外費用

支払利息 ※2
 8,012

※2
 8,625

為替差損 － 8,279

その他 2,573 2,856

営業外費用合計 10,585 19,760

経常利益 91,277 115,171

特別利益

固定資産売却益 668 －

特別利益合計 668 －

特別損失

固定資産除却損 63 26

災害による損失 － ※3
 1,984

特別損失合計 63 2,010

税金等調整前四半期純利益 91,882 113,161

法人税、住民税及び事業税 21,595 23,595

法人税等調整額 6,744 16,283

法人税等合計 28,339 39,878

少数株主損益調整前四半期純利益 － 73,283

少数株主損失（△） △1,138 △553

四半期純利益 64,681 73,836

EDINET提出書類

理研コランダム株式会社(E01185)

四半期報告書

19/33



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 177,775 183,132

減価償却費 70,602 76,715

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,295 △9,860

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,665 6,875

貸倒引当金の増減額（△は減少） 709 1,826

修繕引当金の増減額（△は減少） △293 2,608

受取利息及び受取配当金 △14,113 △13,377

受取商標使用料 △4,054 △3,523

支払利息 15,851 15,103

為替差損益（△は益） 843 318

持分法による投資損益（△は益） △36,895 △61,080

有形固定資産売却損益（△は益） △668 26

固定資産除却損 111 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,844

売上債権の増減額（△は増加） △138,363 △209,955

たな卸資産の増減額（△は増加） 40,342 △354,750

仕入債務の増減額（△は減少） 256,795 357,434

破産更生債権等の増減額（△は増加） － △1,318

その他 △6,780 30,202

小計 351,902 36,220

利息及び配当金の受取額 21,116 13,378

利息の支払額 △15,233 △15,129

商標使用料の受取額 3,139 3,214

法人税等の支払額 △8,163 △84,308

営業活動によるキャッシュ・フロー 352,761 △46,625

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,808 △208,827

有形固定資産の売却による収入 3,174 －

貸付けによる支出 △700 △500

貸付金の回収による収入 79,697 497

投資活動によるキャッシュ・フロー 77,363 △208,830

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △32,166 272,000

長期借入れによる収入 － 250,000

長期借入金の返済による支出 △286,170 △319,259

自己株式の取得による支出 △29,079 －

配当金の支払額 △28,208 △28,097

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,820 △3,384

財務活動によるキャッシュ・フロー △378,443 171,260

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,437 23

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 49,244 △84,172

現金及び現金同等物の期首残高 417,118 470,444

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 466,362

※
 386,272
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　　　 第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年3月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しておりま

す。

       これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益および経常利益はそれぞ

れ146千円減少し、税金等調整前四半期純利益は15,990千円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は8,351千円であ

ります。　

（2）「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関す　

　　 る当面の取扱い」の適用

　　　 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16

号　平成20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用しており

ます。

　　　 これによる損益に与える影響はありません。　

 

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半

期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半

期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　　　　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっておりま

す。 

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。  

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

　受取手形割引高は、681,133千円であります。 　受取手形割引高は、339,768千円であります。  　

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

 ※1　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

 ※1　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

給料及び手当 146,088千円

退職給付引当金繰入額 11,349千円

役員退職慰労引当金繰入額

貸倒引当金繰入額　

5,960千円

709千円

給料及び手当 158,886千円

退職給付引当金繰入額 9,046千円

役員退職慰労引当金繰入額

貸倒引当金繰入額　

6,875千円

1,826千円

 ※2　支払利息には手形売却損4,649千円を含んでおりま

す。

 ※2　支払利息には手形売却損6,992千円を含んでおりま

す。

 　　　　　　　　　―――――――  ※3　災害による損失は、東日本大震災に伴う修繕費用等　

　　であります。

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

 ※1　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

 ※1　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

給料及び手当 74,325千円

退職給付引当金繰入額 9,176千円

役員退職慰労引当金繰入額

貸倒引当金繰入額　

2,750千円

855千円

給料及び手当 82,302千円

退職給付引当金繰入額 5,545千円

役員退職慰労引当金繰入額

貸倒引当金繰入額　

3,434千円

1,937千円

 ※2　支払利息には手形売却損2,614千円を含んでおりま

す。

 ※2　支払利息には手形売却損4,247千円を含んでおりま

す。

 　　　　　　　　　―――――――  ※3　災害による損失は、東日本大震災に伴う商品の廃却

　　等であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

 ※ 　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成22年６月30日現在） 

 ※ 　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　（平成23年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 556,362千円

預入期間 が３か月を超える定期預金 △90,000千円

現金及び現金同等物 466,362千円

 

現金及び預金勘定 476,272千円

預入期間 が３か月を超える定期預金 △90,000千円

現金及び現金同等物 386,272千円

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　     10,000,000株　　　

  

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　  705,702株

    

３．配当に関する事項

  配当金支払額

 　　　

 （決議）　　　　　　
 株式の種類

 配当金の総額

　　（千円）　

 1株当たり

配当額(円) 
　 　 基準日  　効力発生日  配当の原資

 平成23年3月25日

　定時株主総会 

 普通株式

 
 　　27,883 

　　　　３

 

 平成22年12月31日

 

 平成23年3月28日

 

 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 

研磨布紙
等製造販売
事業
（千円）

ＯＡ器材
部材等製造
販売事業
（千円）

不動産
賃貸事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,338,343145,35581,2151,564,913    － 1,564,913

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
  －     －     －     －     －     －

計 1,338,343145,35581,2151,564,913    － 1,564,913

営業利益 48,462 11,15660,810120,428△64,415 56,013

　（注）１　事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および役務の名称

　提供する製品・役務の種類に基づきセグメンテーションしております。

事業区分 主要な製品および役務
研磨布紙等
製造販売事業

研磨布、耐水研磨紙、リコーズベルト、レジンベルト等

ＯＡ器材部材等
製造販売事業

ゴムローラー、グリップローラー等

不動産賃貸事業 理研神谷ビルの株式会社ダイエーへの賃貸

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 

研磨布紙
等製造販売
事業
（千円）

ＯＡ器材
部材等製造
販売事業
（千円）

不動産
賃貸事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 2,530,273316,899162,4303,009,602    － 3,009,602

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
    －     －     －     －     －     －

計 2,530,273316,899162,4303,009,602    － 3,009,602

営業利益 99,552 39,113121,645260,310△125,209135,101

　（注）１　事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および役務の名称

　提供する製品・役務の種類に基づきセグメンテーションしております。

事業区分 主要な製品および役務
研磨布紙等
製造販売事業

研磨布、耐水研磨紙、リコーズベルト、レジンベルト等

ＯＡ器材部材等
製造販売事業

ゴムローラー、グリップローラー等

不動産賃貸事業 理研神谷ビルの株式会社ダイエーへの賃貸
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）   

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 　　 

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）   

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　 　　 アジア 　その他の地域 　　 　計　

　Ⅰ　海外売上高（千円）　 221,130　 　14,541 　235,671

　Ⅱ　連結売上高（千円） －　　　　　　　　－　 　1,564,913

　Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 　14.2 　0.9 　15.1

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　 　　 アジア 　その他の地域 　　　 計　

　Ⅰ　海外売上高（千円）　 　371,795 　26,965 　398,760

　Ⅱ　連結売上高（千円） －　 －　 　3,009,602

　Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 　12.4 　0.9 　13.3

　(注)１．国または地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　(1)アジア・・・中国、韓国、タイ、ベトナム、シンガポール

　　　　(2)その他の地域・・・北米、イスラエル 

　　　３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象として商品及び製品・役務別に「研磨布紙等

製造販売事業」、「ＯＡ器材部材等製造販売事業」および「不動産賃貸事業」としております。

　各事業の概要は下記のとおりであります。

（研磨布紙等製造販売事業）

　研磨布、耐水研磨紙、リコーズベルト、レジンベルト、研磨材等の製造販売

（ＯＡ器材部材等製造販売事業）

　ゴムローラ、グリップローラ等の製造販売

（不動産賃貸事業）

　理研神谷ビルの株式会社ダイエーへの賃貸 

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     (単位：千円)　

　　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２　

研磨布紙等
製造販売事業

OA器材部材等
製造販売事業

不動産
賃貸事業

計

　売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 3,161,489329,703　 162,199　 3,653,391　     - 3,653,391　

　セグメント間の内部売上
　高又は振替高

    -　     -　     -　     -　     -　     -　

計 3,161,489　 329,703　 162,199　 3,653,391　       ‐　 3,653,391　

  セグメント利益
  (営業利益)

147,173　 40,985　 122,413　 310,571　 △130,582　 179,989　

(注) １．セグメント利益の調整額△130,582は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主

　　　 に連結財務諸表提出会社本社の管理部門に係る費用であります。

　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

                                                                                         (単位：千円)

　　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２　

研磨布紙等
製造販売事業

OA器材部材等
製造販売事業

不動産
賃貸事業

計

　売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 1,616,476167,876　 81,000　 1,865,352　     - 1,865,352　

　セグメント間の内部売上
　高又は振替高

    -　     -　     -　     -　     -　     -　

計 1,616,476　 167,876　 81,000　 1,865,352　     -　 1,865,352　

  セグメント利益
  (営業利益)

74,798　 24,847　 61,136　 160,781　 △67,802　 92,979　

 (注) １．セグメント利益の調整額△67,802は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

        は、主に連結財務諸表提出会社本社の管理部門に係る費用であります。

　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。　　

　

（金融商品関係）

  金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 　

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

　　　りません。

 

（賃貸等不動産関係）

　　　　賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

　　　りません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 407.27円 １株当たり純資産額 399.92円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12.29円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 12.75円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 115,932 118,543

普通株主に帰属しない金額（千円）     －         －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 115,932 118,543

期中平均株式数（株） 9,433,863 9,294,298

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 

　　　　　　　　　　 － 

 

　　　　　　　　　　 － 

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6.87円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 7.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 64,681 73,836

普通株主に帰属しない金額（千円）     －         －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 64,681 73,836

期中平均株式数（株） 9,416,330 9,294,298

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 

　　　　　　　　　 　－ 

 

　　　　　　　　　 　－ 
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（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は、前連結会計年

度末に比べて著しい変動はありません。 
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２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年8月９日

理研コランダム株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　孝男　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大野　開彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている理研コランダム株式

会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、理研コランダム株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年8月10日

理研コランダム株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉本　茂次　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大野　開彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている理研コランダム株式

会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、理研コランダム株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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